
1 指定管理者

(1) 指定管理者 社会福祉法人　川崎市社会福祉事業団（川崎市川崎区砂子１－１０－２　ソシオ砂子ビル11階）

(2) 指定期間 平成１８年４月１日～平成２３年３月３１日

(3) 業務の範囲 ア 特別養護老人ホーム事業 定員：５３人

イ 短期入所生活事業 定員：１２人

ウ 通所介護事業 定員：５０人／日

エ 居宅介護支援事業

オ 老人介護支援センター（地域包括支援センターの業務の一部として実施）

2 管理運営（事業執行）に対する評価

(1)
①

②

③

④

評価及び指導評価項目 １８年度管理運営の状況
管理業務の実施状況
施設・設備の維持・管
理に関する業務

介護サービス提供への
取組み

　日常の介護サービスにおいては、特に人権の尊
重、プライバシー保護に努め、安全で安らぎのある
生活が送れるよう努めた。
・排せつ・入浴場面でのプライバシー保護の徹底
・パワーリハビリテーション等による心身機能低下の
の防止及びＡＤＬの向上
・短期入所事業における利用者・家族アンケートに
よるサービスの向上
・居宅介護支援事業における、利用者の置かれて
いる環境に配慮したサービス提供と、複数のサービ
ス事業者の情報提供による公平性の確保

　数多くの内部研修と外部研修の
実績から、職員の質の向上のため
の取組みを積極的に行っているこ
とが窺える。利用者の処遇向上の
ためには職員の質の向上が不可
欠であることから、今後において
も、職員の教育・研修に力を入れ
るよう指導していく。

　高齢者施設では、利用者の尊厳
を尊重し、質の高い個別的なケア
を実践することが求められているこ
とから、今後もより一層のサービス
向上に向けた取組みを行うことを
望む。

職員教育、研修の状況 　川崎市社会福祉事業団職員研修要綱及び要領に基づ
き、施設の目的に沿った研修（施設内・施設外）を計画的
に実施している。また、研究発表を行なうことで職員の自
己研鑽の意識を高めている。
【主な研修内容】
「施設の各事業を理解する福祉施設の個人情報保護」
「苦情解決・接遇研修」
「福祉施設等中堅職員研修」
「看護職員・介護職員合同研修」
「医療現場に学ぶターミナルケアとリスクマネージメント」
「川崎市老人福祉施設研究発表会」
「かながわ老人福祉研究大会」ほか

利用者の安全管理

平成１８年度　川崎市特別養護老人ホーム長沢壮寿の里管理運営に対する評価について

　外部委託等により、施設・設備の
維持管理については、適正に努
めていると認められる。開設から１
８年を経過していることから、通常
の施設・設備管理について、細心
の注意を払うとともに、不具合の発
生を最小限に抑え、不具合発生
時には、利用者への影響を配慮し
た早急な対応を望む。

　設備・清掃・警備の総合契約を高齢福祉総合セン
ターと一括で契約することで経費の節減を図るととも
に、綿密な委託業者との打合せにより安全で快適な
サービス提供に向けた対応を図った。
【委託業務の内容】
　設備、清掃、警備業務、給食調理業務、寝具リー
ス業務、一般廃棄物処理業務　他

　感染症対策としては、感染症マニュアルに基づく対応を
徹底し、ノロウイルス等の施設内対策を検討し予防に努め
た。インフルエンザ予防としては、利用者９２％が予防接
種を受け感染防止が図られた。
　事故防止については、毎月開催の事故防止対策検討
委員会において「ヒヤリハット」記録の検証と再発防止に向
けた検討を行なった。
　災害の発生に備え、緊急時マニュアルを基に必要物資
の備蓄を行なった。また、周辺住民等との合同による防災
訓練をはじめとした、計６階の避難・通報訓練を実施した。

　利用者の安全確保のため、今後
も事故の発生防止に努めるととも
に、事故を未然或いは大きな被害
とならないよう、適切に指導してい
く。

1



評価及び指導評価項目 １８年度管理運営の状況
(2)
① 利用状況について ア　特別養護老人ホーム 入所定員：５３人

イ　短期入所事業 入所定員：１２人

ウ　通所介護事業 通所定員：５０人

エ　居宅介護支援事業

エ　地域包括支援センター事業

②

　特別養護老人ホーム、短期入所
事業及び通所介護事業について
は、良好な利用実績となっている
ため、今後についても、高い施設
利用率となることを望む。
　地域包括支援センター事業につ
いては、指定管理者に対する委託
業務ではなく、施設の目的外利用
許可に基づく委託事業であるが、
地域住民の直接的な窓口となるた
め、所管課との連携を図り、総合
相談業務の更なる充実を期待した
い。

　老人介護支援センターは、地域の老人の
福祉に関する相談援助や市町村等との連絡
調整、その他必要な援助を行うもので、従前
は在宅介護支援センターとして活動をしてい
た。地域の相談支援窓口となることから指定
管理者の業務の範囲としているものだが、平
成１８年４月からは、制度改正により新たに創
設された地域包括支援センターの業務の一
部として、別途委託事業により実施している。
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行事の実施状況 　年間行事の実施に加え、各種クラブ活動や喫茶
等、利用者が楽しめるように工夫して行事を行って
いる。
【主な行事、活動】
ホーム喫茶、夏祭り、敬老会、バスハイク、クリスマス
忘年会、新春交流会、節分、ボランティア交流会
など

　季節感のある行事を実施すると
ともに、新しい行事を取り入れるな
ど、今後においても、積極的な
サービスの提供に努めるよう、指
導していく。
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評価及び指導評価項目 １８年度管理運営の状況
(3)
①

(4)
①

②

３　管理運営（事業執行）に対する全体的な評価

４　来年度の管理運営（事業執行）に対する指導事項等

-11,059,121

施設合計

338,143,728

施設合計

349,202,849

 イ　支出の状況
特別養護老
人ホーム

219,000,949

居宅介護支
援事業

206,336,045 76,171,104 13,917,460

特別養護老
人ホーム

通所介護事
業

短期入所事
業

41,719,119

その他

　平成１８年４月より介護報酬額の
引き下げがなされ、特別養護老人
ホーム事業及び短期入所事業に
おいて収支不足が生じる結果と
なった。指定管理以前の管理委
託時からの繰越金により補填はさ
れているが、安定した事業運営が
図れるように指導していく。

　一定の水準に達した施設運営がなされていることから、今後もその水準が維持できるよう指導していくが、公設施設
においては、他の民間施設の模範となることが求められていることから、一段高い水準のサービス提供が可能となるよ
う、より一層の努力を期待したい。また、施設及び設備については、入所施設であり利用者への影響を考慮し、不具
合に迅速に対応できるよう、適正な維持・管理に努めるよう指導していく。

利用者からの意見・要
望・苦情等への対応

　川崎市社会福祉事業団苦情解決・相談実施要綱
に基づき対応しており、法人として第三者委員会を
設置して利用者の立場や特性に配慮した体制を整
備している。また、施設内での「苦情解決研修」を契
機に[苦情は宝」と捉え、苦情相談受付票の見直し
など施設全体での苦情解決に向けた取組を行って
いる。

　受けた意見・要望・苦情に対して
は、迅速かつ適正な処理を行うよ
う努めていると評価できる。今後も
サービスの質の向上に向け、適正
な対応を望む。

個人情報の保護 　川崎市社会福祉事業団個人情報保護要綱に基
づき、個人情報保護に対する基本方針を定めてい
る。施設内で個人情報保護研修会を開催し個人情
報保護の重要性を周知・対応を図っている。

　個人情報の取扱いは、施設全体
で共通認識を図ることが重要であ
り、個人情報の保護に向けた取組
みは評価できる。今後も個人情報
保護の徹底を望む。

　定期的な施設点検等により、施設の維持・管理を適正に行っていると認められる。各事業の利用状況も良く、利用
者本位の介護サービスの提供、サービスの質の向上を図るための職員教育の実施がなされているなど、全体的に、
良好な管理運営がなされていると評価する。

収支状況について  ア　収入の状況
収支状況

3,450,367

 ウ　決算（収支差引）の状況
特別養護老
人ホーム

通所介護事
業

居宅介護支
援事業

-12,664,904

短期入所事
業

-2,727,113

施設合計

　収入については、介護保険制度による介護報酬と
利用者負担金を指定管理者の利用料金収入として
収受したものである。
　地域包括支援センターについては、指定管理者
に対する委託事業ではないことから、ここでは計上
していない。

　事業運営に必要な人件費・事務費・事業費として
支出されたものである。

　特別養護老人ホーム入所及び短期入所事業につ
いては、収入額を支出額が上回る結果（収支不足）
となった。

882,529

通所介護事
業

居宅介護支
援事業

13,034,93172,720,737

短期入所事
業

44,446,232
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